
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません。（注２、
注３）を参照ください。

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 17¶538¶961¶040円 17¶538¶961¶040円 0円
]有価証券及び投資有価証券 17¶488¶372¶741円 17¶959¶406¶410円 471¶033¶669円
^未収入金 4¶191¶252¶125円 4¶191¶252¶125円 0円
_未払金 8¶413¶793¶148円 8¶413¶793¶148円 0円
`前受金 8¶585¶214¶355円 8¶585¶214¶355円 0円

．有価証券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区 分 貸借対照表計上額 決算日における時
価 差 額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

国債・地方債等 11¶093¶625¶340円 11¶476¶799¶410円 383¶174¶070円

社債 4¶799¶832¶563円 4¶914¶725¶000円 114¶892¶437円

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

国債・地方債等 330¶000¶000円 329¶967¶000円 � 33¶000円

社債 1¶264¶914¶838円 1¶237¶915¶000円 � 26¶999¶838円

合 計 17¶488¶372¶741円 17¶959¶406¶410円 471¶033¶669円

２．時価評価されていない有価証券

\ その他有価証券

内 容 貸借対照表計上額

その他 32¶569¶576円

合 計 32¶569¶576円

] 関係会社株式

関係会社株式で時価のあるものは、ありません。

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

区 分 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

{国債・地方債等 2¶220¶000¶000円 5¶456¶000¶000円 3¶789¶150¶000円 0円

|社債 3¶550¶000¶000円 2¶215¶000¶000円 300¶000¶000円 0円

合 計 5¶770¶000¶000円 7¶671¶000¶000円 4¶089¶150¶000円 0円

．リース取引関係

１．ファイナンス・リース取引

\ リース資産の内容

主として、ユニバーサルコミュニケーション研究所超臨場感映像研究室の研究業務における

計算機リース（工具器具備品）であります。
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．キャッシュ・フロー計算書
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 17¶538¶961¶040円
定期預金 � 3¶698¶005¶851円

G G G G G G G G G

資金期末残高 13¶840¶955¶189円

á á á á á á á á á

２．重要な非資金取引
\ 寄附による資産の取得 164¶793¶126円
．行政サービス実施コスト計算書
引当外退職給付増加見積額のうち国又は地方公共団体からの出向役職員に係るもの

53¶688¶059円
．金融商品の時価等に関する事項
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、公債及び証券
取引所に上場されている株式会社が発行する担保付社債又は信頼のある格付機関により最高位若
しくはそれに準ずる格付けを付与された社債のみを購入しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項
\ 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

] 有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており
ます。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「Ù．有価証券」に記載し
ております。

^ 未収入金
未収入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

_ 未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

` 前受金
前受金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（注２）関係会社株式（貸借対照表計上額380¶728¶347円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため時価開示の対象とはしておりません。

（注３）投資事業組合出資金（貸借対照表計上額32¶569¶576円）は、組合の財産が非上場株式など

時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているため時価開示の対象と

はしておりません。
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